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協働型社会の推進に寄与する自治体職員像
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はじめに 協働型社会へのまなざし

日本では2000年の地方分権一括法の施行によって各

地方自治体の裁量権が拡大したことを受け、 地域の実

情に即した自治が検討されるようになり、 近年は市民

参加や協働 に関する政策実施や条例制定が積極的に進

められている。 このことは、「分権時代 」 の到来が輝

きをもって語られた2000年前後の時代 において、 将来

の地方の活性化に対する大変期待感の高いものであっ

たことが推 察される(山口、 2018)。

しかし、 一連の地方分権改革によって、 通常事務の

他に、 まちの状況に適合した独自の政策展開が期待さ

れる各地方自治体は、超少子高齢化に伴う社会環境の

大幅な変化による財政の硬直化に直面し、 分権時代 に

求められる地域政策を効果的に展開できない現状にあ

る。

また、 地方自治体に勤務する職員数は減少傾向にあ

り、 1985年に114万2000人あまりであった一般行政部

門職員数は、 1995年の117万5000人をピー クにほぼ一

貫して減少し、 2017年には91万6000人程度となった

(山口、 2018)。 このことは、「自治体職員数の減少=

一人ひとりの自治体職員に求められるものの増加」と

いう関係で考えることができる。

つまり、 今後の地方自治体における財政的・人的資

源の見通しを考慮すると、 日本の地域社会は「関係各

所が手を取り合った持続可能なネットワー ク作り」を

模索していかなければならないと言える。

そこで注目したいのが「協働 Jというキー ワー ドで

ある。 協働 は複雑な概 念であるが故、 定義については

諸説あるが、 いずれにおいても、 共同生産、相互触発、

相互補完の意味を含んだものとしての理解が一般的で

ある(例えば、 新川、 2017 ;牛山、 2017)。

協働 の重要性が日本で認識され始めたのは、 2000年

i畢井 優太

前後あたりから「新しい公共(空間)Jという用語が

使われ始めたことと関係する。 1980年代 からの行財政

改革や1995年阪神・淡路大震災におけるボランテイア

の活躍を契機とした特定非営利活動 促進法(通称、

NPO法) の制定において、 企業やNPOも行政と同

じく地域社会の公益の実現を目指しているという共通

点 が 見 出 さ れ た。 そ こ で、 地 方 自 治 体 は、 企 業 や

NPOとの連携や協力を通じて公共サー ビスの刷新を

図り、 協働 活動に積極的に関わっていくことになった。

しかし、 自治体における協働 の現状には課題が多く

残されている。 高度成長期以降の政府政策の一部を

NPOなどの民間団体が安く下請けすることを美化す

るための用語になりつつあること(大矢野・土山、

2008) や、 公私の協働 が公私の支配従属関係に転化し

てしまう危険性がある(西尾、 2006) といった指摘や、

協働 はまだまだ理念が先行している段階にあり、 本来

は手段であるはずの協働 が目的化してしまい、 通常業

務に加えたとりこし苦労として認識される面も少なく

ない(田中、 2017) といった見方もある。 また、 制度

的にも、 参加・参画 や協働 を条例として導入している

自治体(市・区) は、 全体の半数にも満たない(真山、

2016) という結果も出ている。

だが、 実情として協働 はこれからの地域社会のあり

方を考える上で不可欠なキー ワー ドであることは紛れ

もない事実である。 実際に、 協働 型政策の実践は多く

の地方自治体の地域社会運営において必須の条件と

なっており、 自治体の条例や計画 において協働 推進の

方針や地域社会を取り巻く人財的資源の制約や社会経

済、 人口構造の変化を背景に、公共事業であれ、 サー

ビスの提供であれ、 協働 型による事業手法の検討が行

われている(新川、 2017)。

また、 日本能率協会による調査では、「今後自治体

に重要となる能力・資質jという項目において、「住

民、 庁内、 関係者との協働 力・調整力」が43.2%を示

すなど、 これからの市民協働 、 官民協働 を踏まえ、 協

働 はますます重要度を増していくことが示されている

(牧野、 2017)。

この方向性を実現可能にしていくためには、 地域社

会に集 うお互いが、 身の回りで起 きている問題に対し

て、 それぞれ多様な役割を果たしながら連携を仕組み、

創造的な解決を展開していくような「小さな自治」
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今後の日本社会の総人口推計図1
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らないに もかかわらず、 高齢化の影響による高齢者 福

祉の負担増や高度成長期に建設した公共施設といった

インフラの更新など、 取り組むべき課題の難易度がま

すます高まり、 従来型の行政では、 持続可能な地域社

会 の 実 現は危ぶま れると指摘されて いる(新川、

2017)。 つ まり、 今後の日本の地域社会は、|浪られた

財源での効率的な自治体運営なしに地域の未来はない

局面にあると考えられる。

このように日本の地域社会を取り巻く環境が大きく

変化する中で、 住民の意識が変化して きていることが

ある。 サントリー文化財団(201 5) による調査では、

地域住民が自治体の公共サービスのあり方について、

均一・ 公平なサービスではなく、 多様で、個別的なサー

ピスの提供を求めるようになってきているとの結果 が

出ている。 この結果 から、 多 様化した住民のニーズに
いかにして対応する のかとい うことが現在の行政の課

題であることが指摘される(新川、 2017)。

また、 地方自治体 も「住民満足度jといった掛け声

を持って、 サービス水準を高める努力をし始めている

が、 近年地域が抱える課題に対して 、 自治体が一方的

に完成したサービスを直接的・ 間接的に提供し続ける

ことが市民にとって意味のあることなのか、 といった

疑問がたびたび浮上しており、 役所は一方的なサービ

スの提供ではなく、 市民とのコミュニケーションを図

りながら、 サービスの あり方を模索する べきである

(黒川、 201 8)。

(田中、 2017、 p.46) を実践していくことが求められ

る。 協働はその実現に向けた「手段jとして機能して

いくべきであろ う。

そこで、 本論文では「協働型社会の自治体職員」と

い うキーワードの下、 自治体職員が備えるべき資質や

能力に注目 し、 協働型社会の推進に寄与し うる自治体

職員像を探りたい。 また、 このよう な視点は、 既存の

自治体職員像を再考するきっかけとして、 新たな地域

の担い手の育成に寄与する ものと考える。

2 自治体職員の現状

前節でも述べたように、 地方自治体を取り巻く環境
は大きな変化の中にあり、 実際に地方自治体とい う組

織の中で働く行政職員(以下、 地方公務員または自治

体職員) にとって 看過できない状況に差し掛かって き

1 地方自治体を取り巻く現状

近年の地方自治体を取り巻く環境は超少子高齢化が

到来し、 人口減少が本格化する中で様々な課題を浮き

彫りにさせている。 総務省の人口推計データによると、

日本の総人口は200 8年の 1億280 8万人をピークに減少

の一途を辿っており、 図lのとおり65歳以上の層にあ

たる高齢者 の増加と、 1 5-64歳の層にあたる生産年齢

人口層の減少は著しい1)。

また、 匡l立社会保障・ 人口問題研究所の2017年の推

計では、 20 65年の日本の総人口は約8800万人と想定さ

れており、 日本の人口は今後、 加速度的に減少してい

くものと考えられる2)。
人口構造の変化について地域経済的な観点からは、

人口減少は社会経済の基盤を大きく揺るがし、 今後、

推計通りの人口構造の変化が起これば、 固と地方の財

政状況はより厳しい制約を受けることになることが示

唆されている(今川、 2014)。 また、 政治や行政制度

の観点からは、 地方自治体は地方分権改革による事務

領域の拡大を受けながらも、 業務の効率化を目 指した

地方自治体組織のダウンサイジングを考えなければな

地方自治体および自治体職員についてI 
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ている。

そこで、 本節と次節では、 地方自治体に勤務する自

治体職員個人に焦点を当てて、 考察していくこととす

る。

まず、公務員は公人であり、 私益のためには働 かな

いことが優先され、「何 よりも公にあって公のために

殉じるという信念J(回尾、 2007、p. 106) がその基

本にあること、 本人や、 その人に関わる身近にいる人

も、 ともにその信念を強化し合う関係にあることを前

提としている。

このことから分かるように、 公務員、 中でも地方自

治体に勤務する自治体職員には、 民間企業のようにそ

れ自身の存立を支えるために利潤を追求するのではな

く、 地域社会の福祉の向上に努めることで、 地域社会

の今後の発展のために働 くことが何 よりも求められて

いる。

では、 実際に地方自治体に勤務する自治体職員を構

成する特徴にはどのようなものがあるのだろうか。 こ

の点について田尾(2015) は次の 6 つを挙げている。

一つ目はロー カル志向である。 地方公務員には一般

的に地域社会への愛着が強い人が多い。 特に市町村に

勤務する自治体職員は、 ほほ近くの市役所か町役場に

勤務し、毎朝毎晩その土地のことを見聞きするため、

当然地域への愛着が湧いてくるものである。

また、 地方公務員を志望する段階で、 昔から育って

きた地域への恩返しゃ、 学業等を通じた地域社会への

強い関心を持っており、 これらの要因が自治体職員を

志す者のロー カルを重視した態度を作り上げていると

言える。 つまり、 社会全体や国よりも、 まず地域社会

の福祉の向上や改善に熱意を示すことに繋 がっていく

と言える。

二つ目は安定重視である。 地方公務員はリスクや冒

険といったことを避け、平穏無事に職責を遂行するこ

とに基本的なスタンスをおくことが多いと考えられて

いる。 このような態度の傾向は、 複雑な地域の利害を

調整するという地方公務員の役割に適合するという見

方もある。

三つ目は社会的な技術の不得 手である。 地方公務員

は、 民間企業で勤務するビジネスマンと比べ、 他人を

説得 したり納得 させたりという社会的な技術があまり

得 意ではない傾向がある。 というのも、 一方的なサー

ビスの供与という職務の特性上、 新規の顧客を開拓し

ていくといった営業活動の必要があまりないからであ

る。

また、 法規による行動規範の下敷きができているた

め、仕事上、 ことさら対人的な技術に磨きをかけない

と困るといった局面が少ないこともある。 換言すれば、

決められたことを決められたようにすればよいという

こともできる。

四つ目は経済的な報酬への無関心である。 このこと

について、 富野(2008) は、 地方公務員は地域社会の

ために働 いているという仕事そのものに興味があり、

何 かを成し遂げた時や住民の感謝を受けた時などは、

もっとも大きな報酬になると述べている。 また、 太田

(2012) による、「現職公務員がやる気が出た瞬間に関

する聞き取り調査」では、 調査対象者の内ほほ半数の

者が、 承認、 すなわち周りから認められたり感謝され

たりした瞬間をあげたという調査結果もある。

前述したように、 そもそも多くの地方公務員は、 公

務員としてのキャリアを志望する段階から、「地域へ

の貢献Jや「住民の役に立つJといった動機を有して

おり、 社会人としての給与といった金銭による動機も

もちろんあるが、 それ以上に、 周りから認められたり、

感謝されたりすることでやりがいを見出す「承認人J

としての側面が強いと言える。

五つ目は結果よりも過程重視である。 公務員の仕事

はサー ビスの提供という可視的な尺度で成果を図りに

くい仕事であるため、 目標を達成できたかという点よ

りもどのくらい努力したかという点で評価されがちで

ある。

六つ目はリアリズムの不在である。 地方自治体は、

事業を評価する適切な判断基準がないことが多い。 と

いうのも、 地方自治体の仕事の多くが中長期的な計画

の中で位置づけられたものであり、 現時点での評価が

難しいという実情を抱えているからである。

これらの特徴は類型的な自治体職員像を描き出すこ

とになるが、 あくまでも一般的なモデルであるため、

これらの特性を持っているから良い公務員、 悪い公務

員と論じるのは現実的ではない(回尾、 2015)。

しかし、 近年、 従来のある種ステレオタイプ的な自

治体職員像からの脱却が推 奨され、 それぞれの資質や

能力、 意欲に加え、 企画 立案のためのさらなる創造力

が問われ始めていることもあり、 その点については本

稿において主要な関心事であるため、 引き続き先行研

究の整理を通じて考えていくこととしたい。

3 自治体職員に求められる資質と能力

自治体職員についてさらに述べると、 公務に求めら

れる能力や資質について考える必要がなかった時代 が

過去に存在した。 それは、 企業以上に年功序列を当た

り前とみなし、 職員の能力は平等で、あることを前提と

して処遇を行ってきた過去である(大森、 1987)。

しかし、 高度成長期を経て、 現在その限界が露呈し

つつある。 繰り返しになるが、 社会環境の複雑化や住

民ニー ズの多様化といった背景の中で、 自治体職員は

その変容 に真正面から立ち向かう資質や能力が問われ

るようになってきている。

とはいっても、 ひっ迫した地方財政の影響を受けて

いる自治体は職員の定員削減によって、 一人当たりの

行政サー ピスの範囲が拡大しており、 今日の自治体職
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員は多忙を極めている現状がある。 同時に、 地域社会

の運営を担うものとして、 行政サー ビスの中身を充実

させ続けることは、 自治体職員として不可欠なミッ

ションであると言える。

そこで、 自治体職員に今日的に求められる資質や能

力を整理していくものとして、 まずは、 地方公務員に

求められる適正について田尾(2015) より、 5つ整理

していくこととする。

一つ目は住民に対する感受性である。 公務員は公人

であり、 地域社会におけるサー ビスの従事者であり

サー ビスの提供者である。 そのため、 住民という人を

相手にするためには、 コミュニケー ション能力が不可

欠であり、 そこから彼らのニー ズを的確に捉えること

で、 適切なサー ビスの提供に繋 げていくといったこと

が、 業務の本質的な部分を構成している。

市民には絶えず何 かしてほしいという思いがあり

(室、 2008)、 それに対して、 自治体職員に求められる

ことは、 住民と自治体の双方が対等であることを自覚

して、 現実的な合意形成の可能性を探ることである。

しかし、 職員がそのような能力を磨く機会は少なく

なっているのではないかといった指摘(小池、 2011)

もあるが、 そのことは後に譲ることとする。

二つ目は理想主義的な信念である。 このことは困難

な状況に対して、簡単に折れない姿勢とも換言できる。

公務員の仕事である公務は、 奉仕の理念を多く含んで

おり、 私的な利害を越えたところに達成すべき目標を

おかなければならない。 このことは先に述べたとおり

だが、 この理念を自治体職員にあてはめれば、 地域社

会の奉仕者として、 地域住民の福利の向上に貢献する

という目標に奉仕することと言える。

このような理想主義的な信念は、 たとえそのまま実

現に至ることは稀であっても、 自治体職員自らが理想

を掲げ、 そこに遁進する姿勢は、 地域社会から信頼を

得 られるためのもっとも重要な要件であると考えられ

る。

三つ目は広角的、 複眼的視点である。 ここでは地域

内での協働 事業を例にとって考えてみる。 協働 事業に

おいてその利害関係者である各主体は、 いかなる場合

においても自らの利害を優先させている。

これに対して、 自治体職員は調停的な機能を果たさ

なければならず、 そのためには各主体を説得 し納得 さ

せ得 る素材を用意しなければならない。 例えば、 一方

に加担するならば、他方に対しては相応の理由を提示

して納得 させなければならない。 ある時点では、 八方

美人であることもやむを得 ない。 これはゼネラリスト

として仕事を進めていく上で欠かせない要件であると

考えられる。
四つ目はロング・スパンの価値意識である。 地方自

治体には、今日明日には結果が分かるようなルー テイ

ン作業が多くあると同時に、 1 年後、 数年後といった

長期的な経過を経て成果を判断しなければならないよ

うな事業、 施策も多くある。 その結果、 成果を手にす

るのは企画 を立案し実施した人ではなく、 何 代 か後の

人であることもある。 仕事の流れそのものがロング・

スパンの中にあり、 長期的な視点で取り組まなければ

ならないこともある。

したがって、 自分のことだけ考えて後先のことを考

えないような姿勢ではなく、 節度ある、 あるいは見通

しを立てた行動が望まれる。 そのような寛容 さがない

と、 地方自治体の中長期的な展望のもとで一貫した行

政サー ビスのための資源を蓄えることができず、 住民

から見た自治体の信頼が揺らいでしまいかねない。

要するに、 近い将来でさえも予測することは困難で

あるが、 だからといって今が良ければそれで良いと考

えるのではなく、 常に近い将来を見据えた思考が求め

られる。

五つ目は責任の観 念である。 一連の地方分権改革に

よって地方自治体および職員に多くの裁量権が委譲さ

れ、 かなりの程度のことを自らの判断で決定すること

ができるようになった。 つまり、 このことは自治体や

職員自身が下した決定に対して責任が関われるように

なったということである。

以上で、 田尾(2015) の文献を中心に、 自治体職員

を構成する 6 つの特徴と自治体職員に求められる 5つ

の適正について見てきたが、 それらを比較検討すると、

表lのような要素の関係性が考えられる。

①の 3つについては、 引き続き自治体職員が持つべ

き姿勢であり、②については、 まず自治体職員が現状

として持ちうる4 つの特徴を、コの方向へ転換させる

べきと考える姿勢を示している。 そして、 その先の時

では4 つの特徴を転換させる上で鍛えるべきと考える

能力を示唆している。

ここから、 自治体職員の資質や能力について、 まず、

「ローカル志向、 承認人としてのやりがい、 住民に対

する感受性Jの3つの姿勢を備えた上で、「自治体職

員としての理想主義的な信念を掲げ、 広い視野と責任

感を持ち、 長い目で地域を考える力Jを鍛え上げてい

く必要があることが学術レベルで明らかになった。 本

稿ではそれらを、「 公務マインドの確立J、「ネ ッ ト

ワーク形成力j、「説明責任能力J、「一地域住民として

地域と向き合い、 誰のための政策なのか考える思考力

と実行力Jの4つの能力として設定する。

しかし、近年では新しい問題を発見し、 それにいか

に対応するかといった自治体職員に新たに求められる

能力が問われている。 次章では、 そのような自治体職

員を育成する研修制度の面から、 引き続き自治体職員

に求められる能力について考えていくこととする。
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表1 文献から見た今目的な自治体職員の方向性

① [特徴+適正で持ち続けるべき姿勢]

・ローカル志向吟地域への愛着

-経済的な報酬への無関心吟「承認人 」 としてのやりがい

・住民に対する感受性吟ネット ワークづくり

② [特徴=宇適正への転換が求め られるものとそのため に必要な要素1

. 安定 重視コ理想主義的な信念吟公務 マインドの確立

・社会的な技術の不得 手=中広角的、 複眼的視点吟説明責任能力の育 成

・リアリズムの不在コ責任の観念吟誰のための政策 なのか考え、 実行するカ

・結果 よりも過程 重視コロング・スパンの価値意識吟自治体職員 であり、 一 地域住民として地域を考える力

=中は現状で持ちうる特徴を何らかの方法で転換させるべき型

吟は持続、 または転換させるため に必要な要素

出典:田尾(2015) を基に筆者作成

E 協働型自治体職員研修について

1 従来の自治体職員研修

自治体職員に研修の機会を与えることについて、 地

方公務員法第39条 1 項にて、「職員には、 その勤務能

率の発揮及び増進のために、 研修を受ける機会が与え

られなければならないjと定められている。 能率とは、

ある一定の仕事を達成するために投入するヒトやカネ、

モノなどを最小にし、 ムダをなくすことで、 最大の成

果を収めることである。

それと同時に、 地方自治体による行政目的の実現は、

達成される成果とその過程も民主的でなければならな

い。 例えば、 公共の施設の運用において、 特定の住民

に対して差別的であったり、 その施設の建設過程にお

いて疑惑を招くようなことがあったりしてはならない

のである。

行政目的の民主的な実現を図るためには、 単に自治

体職員の能力を向上させ、 勤務能率を高めるだけでは

足りず、 そこには公務マインドの確立が必要となる。

公務マインドの確立は、 地方公務員法第 6 節「服務」

を中心に法律で規定されており、 研修の有無にかかわ

らず、 自治体職員は当然に実行しなければならないこ

とである。 これらは、 自治体職員の研修から落とすこ

とができないものとして想定されているものである

(地方公務員人事実務研究会、 1993)。

また、 自治体職員は社会情勢の変化に対応しでも仕

事内容 は変わってくるだけでなく、 通常、 数年に一度

部署の異動があり、 その都度新しい仕事を覚えていか

なければならない。 そのため、 日々の業務を過不足な

く適切に処理するといった「実務能力Jを絶えず鍛え

上げていく必要がある。

「実務能力」はこれまで、 職場内での実務を通して

上司や先輩職員から知識や技能を習得 する訓練方法で

あるOn the ]ob Training (以下、OJT) によって、

習得 がなされてきた。

しかし、O]Tによる「実務能力Jの養成は、「かつ

てjの実務能力の養成であり、「いま」必要とされて

いる実務能力かは不明で、あり、O]Tや既存の研修だ

けで必要な「実務能力」を習得 できる時代 ではないと

いえる(淳、 2012)。

また、 近年の人口減少社会の本格化や住民の価値観

の多様化といった社会環境の変化への対応や地方分権

改革や地域主権改革による自治体の裁量権の拡大に

よって、 自治体職員は「実務能力」に加え、 地域の課

題について情報収集 し、 調査分析し、 それをもとに課

題を解決するための制度設計をし、 関係者の合意の下、

政策を実現していくI政策形成能力Jといった力が求

められるようになってきた。 職員の中でも、 現場に近

いほど「実務能力Jが求められ、 企画 系の職場ほど

「政策形成能力Jが求められることが指摘されている

(淳、 2012)。

2 自治体職員の能力の育成に関する調査

政策形成能力や協働力の重要性については、 先行研

究にて指摘されているだけでなく、 すでに多くの自治

体が認識している。 そこで、 今後の職員研修の内容 の

充実に向けた資料作りを目的として、 職員に身に付け

てもらいたい能力や、 その能力の向上に必要な研修の

あり方について、 総務省が設置した中央研修機関であ

る自治大学校が実施した「地方公共団体の人材育成の

ための職場研修の活用に関する調査J(2014年 3月)

について紹介したい。

この調査の対象団体は、 47の都道府県、 20の政令指

定都市、 42の中核市、 lの共同設置機関の合計11 0団

体であり、 2013年12月 9 日から2013年12月20日の聞に

調査票を発送して回収した結果であり、 回収状況は全

110団体、 1 0 0%となっている。 なお、 この調査では一

般職員、 監督職級職員、 管理職級職員といった各階層

別に求められる能力のうち、Off-]T3) により向上さ
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表 2 一般職員に求められる能力に関する調査結果

一般職 員に求め られる能力 団体数 割 合

1 担当職 務 に対する専門的知識 42 38.2% 

2 公共政策 ・行政経営に係る知識 15 13.6% 

3 現状における課題・問題点を発見する能力 85 77.3% 

4 政策 ・施 策 案を企画立案する能力 69 62.7% 

5 上司・住民等に分かりやすく説明する能力 68 61.8% 

6 府内外の関係者と調整・折衝する能力 21 19.1% 

7 その他 16 14.5% 

出典:自治大学校(2014) を基に筆者作成

表3 一般職員の能力育成において望ましい研修のあ り方に関する調査結果

一 般職 員の研修形式 団体数

l 行政課題につ いての知識・スキルを習得 する講義を中心とした研修 85 

2 具体的な行政課題に対する対応、事例を題材に、 グルー プで討議又はデイベートを行う研修 124 

3 具体的な行政課題に対する政策 ・施 策 案をグルー プで企画・立案する研修 71 

4 その他

出典:自治大学校(2014) を基に筆者作成

せる必要があると考える能力について調査しているが、

本論文では、 管理職級よりも広く一般職員に焦点を当

てているため、 一般職員の結果を参照することとする。

まず、 今後の行政課題に対応するために職員に求め

られる知識・能力について、 一般職員に求められる能

力は、「現状における課題・問題点を発見する能力」

(85団体) が最も多く、 次 いで「政策・施策案を企

画 ・立案する能力J(69団体)、「上司・住民等に分か

りやすく説明する能力J(68団体) となっている。 な

お、「その他」の能力に関しては、「計画 的業務遂行能

力」 、「法務能力」、「部下力(フォロワーシップ)J等

が挙げられている。

このことから、 一般職員には、「担当職務等に関連

する現状における課題・問題点を発見し、 その課題・

問題点を解決するための政策・施策案を企画 ・立案す

る能力とともに、 現状の課題や政策の必要性について、

上司・住民等に分かりやすく説明する能力が求められ

ているJ(自治大学校、 2014、 p.10) と考えられる。

表 2はその結果をまとめたものである。

次の調査結果は、 今後の行政課題に対応するために

職員に求められる先述した知識・能力を育成するのに

望ましいOff-]Tの進め方について、 階層別に調査し

た結果である。

この項目について、 一般職員の場合は、「具体的な

行政課題に対する対応事例を題材に、 グループで討議

又はデイベートを行う研修J(124団体)、「行政課題に

ついての知識・スキルを習得 する講義を中心とした研

修 J(85団体) の順となっている。 なお、「その他」の

研修の進め方としては、「講義と演習を組み合わせた

36 

研修 jとして、 具体的な行政課題ではなく、 講義内容

についてグループワークを実施している団体が多く見

られた。 表3はその結果をまとめたものである。

また、 これらを求められる知識・能力ごとに分類す

ると、 一般職員に特に求められている「課題・問題発

見能力Jに対する回答では、 7 割ほどがí 2. 具体的

な行政課題に対する対応事例を題材に、 グループで討

議又はデイベートを行う研修」 の項目を選択し、「企

画 ・立案能力」では、í 3. 具体的な行政課題に対する

政策・施策案をグループで企画 ・立案する研修」の項

目が多く選択されている。

この調査では、 研修 の進め方について、 一般職員、

管理職員といった階層を問わず、「具体的な行政課題

に対する対応事例を題材に、 グループで討議又はデイ

ベートを行う研修」 が最も多くなっている。 しかし、

階層によって求められる能力は異なっているため、 そ

の能力向上に望ましい研修の進め方に違いがあること

には留意する必要があるだろう。

また、 近年自治体職員が持つべき能力として注目さ

れている「政策形成能力」 は、 政策形成のプロセスや

解決策を学ぶといった座学に加えて、 グループ討議に

よる意見調整などの実践演習を組み合わせる必要があ

るため、 長期間にわたる研修が必要であるが、 厳しい

地方自治体の財政状況や定数削減が進行している現状

においての実施は困難であるとの結果が出ている(自

治大学校、 2014)。

3 政策形成能力に関する調査

次に、 日本能率協会によって2016年 3月に実施され
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表4 r自治体政策形成カ・人材育成に関する調査Jの

調査対象団体の内訳

調査対象 :地方公共団体数(2016年3月時点)

政令指定都市 20 

中核市 47 

特例市 37 

市 686 

町 745 

村 183 

特別区 23 

言十 1741 

都道府 県 47 

総数 1788 

出典:日本 能率協会(2016) を基に筆者作成

表5 r自治体政策形成力 ・人材育成に関する調査J の

調査対象団体の回答内訳

調査回答者数

(自治体数) (回収率)

政令指定都市(11) 55.0% 

中核市(19) 40.4% 

特例市(25) 67.6% 

市(409) 59.6% 

町 (324) 43.5% 

村(75) 41.0% 

特別区(10) 43.5% 

計(873) 50.2% 

都道府 県(17) 36.2% 

総数(894) 50.0% 

出典:日本 能率協会(2016) を基に筆者作成

表6 自治体職員が十分に持ちうる能力 ・資質の現状

順位 現状十分に持ちうる能力・資質[十分+やや十分の合計]

l 住民、 庁内、 関係者との協働力・調整力 25.3% 

2 事務処理能力 21.0% 

3 成果 創出への業務完遂カ・やり抜く力 13.2% 

4 IT 活用力 10.8% 

5 資料作成力 10.2% 

出典:日本 能率協会(2016) を基に筆者作成

表7 自治体職員に不足している能力 ・資質の現状

順位 現状不足している能力・資質[やや不足+不足の合計]

国際力 81.8% 

2 成果 志向 ・経営感覚 63.0% 

3 主 体性・挑戦力 51.5% 

4 企画カ 51.2% 

5 プレゼンテーションカ 45.0% 

出典:日本 能率協会(2016) を基に筆者作成

た「自治体政策形成力・人材育成に関する調査」を紹

介したい。 この調査は、 ①自治体の政策形成力向上に

向けた各自治体の取り組み実態と課題の明確化、 ②政

策形成力向上に求められる能力・資質の要件を探るこ

とを目的にしたものであり、 全国の県・市町村1 .788

を対象に、 調査票を送付し回収したものである。 回収

数は894自治体であり、 そのうち有効回答は89 0自治体、

無回答は 4 自治体であり、 回収率は50 . 0%となってい

る。 表4 と表5は調査の集 計結果の詳細な内訳である。

ここでは、 ②の部分に関するデータを紹介する。 な

ぜなら、 ②の部分こそが本稿で説明したい自治体職員

個人の資質に関わる箇所であるからである。

以下の表6 、 表7 は、 自治体職員が政策立案と成果

を生み出すにあたって、 現状における能力・資質の実

態と、 今後重要であると考える要素を一覧にしたもの

である4)。

結果を見ると、 調整能力や事務処理能力に長けてい

ると自信を持つ自治体職員は上位 5 項目を見ても、

25 -1 0%ほどしかない。 一方で不足していると感じる

能力や資質については、 成果志向や主体性、 企画 力・

プレゼンテーション力、 国際力といった部分において、

約50 -80%が自信を持てないとの結果が出ている。

次に、 以下の図 2 で紹介したいのは、 上記の結果を

基に、 自治体職員が今後重要と認識する資質・能力に
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能力と資質の区分

図2 自治体職員が「現状」と「今後重要なものJと考える能力と資質

今後重要な能力-資質

寸』d」J〆bじ
ム
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，tr」FW仲Lnj
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[平均J 0% 20% 40% 60% 80% 
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(11= 1189/1257) 

日成果志向-経営感覚
(11 = 1189/1264) 

日主体性・挑戦力
(11=1189/1264) 

企画力
(口=1 189/1263) 

プレゼンテーションカ
(日=1189/1262) 

*組織マネジメント力
(11=1189/1262) 

課題発見力
(11=1189/1260) 

*OJT'部下育成力
(11=118911256) 

*巻き込み力-関係構築力
(11 = 1189/1262) 

*チームビルデイングカ
(11= 118911260) 

専門性-職務知識・技術
(11=1189/1263) 

ロジカルシンキング
(11=1189/1260) 

費用見積力
(11=1189/1266) 

回フォロワーシップ
(11 = 118911258) 

*リーダーシップ
(11 = 118911256) 

資料作成力
(11 = 1189/1262) 

回成果創出への業務完遂力 l 
/やり抜くカ(11= 118911259) 
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協踊h力- 調整力(11=1189/12胞)命
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出典 日本能率協会(2016、 p. 38)

ついてまとめた ものである。 現状 で 、 十分 に持ちうる

能力 と して 、 8 割のi隊員が 認める能力 は 「事務処理能

力J (8 9.2 %)、「住民 、 庁内、 関係者との協働力・ 調
整力J (80 .7 %) となっている。

一方 で 、 最 も 不 足 し て い る能 力 は 「国|努力」

(81.8 %) で あり、 次 いで 「成 果志向・ 経営感覚」

(6 3.0 %)、「主体性・ 挑 戦 力J (51.5 %)、 「企 画 力」

(51.2 %) となっている。 加えて、 この調査 では20 の

項目から5 つ今後重要 となる能力 を選ん でもらう形式

Dl 2.33 

2.50 

2.51 58.1 1① 

2.57 

2.61 ① 

2.62 

2.62 

2.67 

2.65 

2.69 

2.67 

2.71 

2.71 

2.72 

2.80 

2.87 

2.84 

3.07 

となっており、 不足している能力・資質 の 多いJlli'ïの項

目 と 、今後 重要だ と 思う能力・ 資質 を比較すると 、

「企画力J I成果志向・ 経営感覚J I主体性・ 挑戦力」

「組織マネジメント力」 は現状 不足されていると認識

され 、 今後も重要 な ものとなっている。

中 でも、 この調査結果で 最も興味深 い ものが 「住民、

庁内、 関係者との協働力・調整力」の項目 についてで

ある。 先述した ようにこの能力 については、 約 8 割の

l隊員が 妥当、 また は 十分 な能力 を有していると自覚 し
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ているものの、 今後重要な能力・資質の 2位となって

いる。

以上の先行研究の調査結果から、 従来の自治体職員

研修においては、「能率」や「実務能力」の育成、「民

主的なプロセスJや「公務マインドJの確立、 といっ

た要素が求められていたことが分かった。 その中で、

近年の人口減少社会の本格化や住民の価値観 の多様化

といった社会環境の変化によって、 今後ますます住民

や外 部のステークホルダーとの協働が求められている

自治体職員には、「実務能力」に加え、「政策形成能

力」といった力が求められるようになってきているこ

とも明らかになった。

「政策形成能力Jという力に関連するかどうか定か

ではないが、 2 つの報告書の調査から今の自治体職員

には、「現状における課題・問題点を発見する能力J

や「政策・施策案を企画 ・立案する能力」、「上司・住

民等に分かりやすく説明する能力」ゃ「住民、 庁内、

関係者との協働力、 調整力」が求められていることが

分かつた。 これらは順に、「ネットワーク形成力J、

「一地域住民として地域と向き合い、 誰のための政策

なのか考える力」、「説明責任能力」、 と換言すること

ができるのではないだろうか。

また、 これらを鍛え上げる研修の望ましいあり方と

して、「具体的な行政課題について、 グループで討議、

デイベート、 企画 を行う研修」が挙げられた。 このこ

とから、 今後の研修のあり方として、 実際に現場で起

きている現実の問題に対してチームで検討し、 解決策

を立案し、 実施・行動するといった実利を兼ねた研修

手法を導入することが効果的かっ効率的ではないかと

私は考える。 実際に、 研修の成果が実務において直面

している課題に対する解決策への提言となれば、 実務

の一環であるとの関連性も見出しやすく、 研修への参

加に対する抵抗感が減少することも期待できるのでは

ないだろうか。

その際には、 地域が抱える課題に対して、 自治体職

員のみの研修だけでは習得 できる知識や経験が限られ

るということであれば、 近隣国体との共催にするなど

の工夫により、 政策形成能力といった力だけでなく、

人材ネットワークについても得 ることが可能となるこ

とが示唆される。

しかし、 先述したように、 このような研修には長期

間にわたる準備や予算が必要なことが懸念される。 そ

こで次節では、 上記で述べたような協働といったテー

マを基に実際に職員の育成を図っている 2 つの自治体

の事例について紹介したい。

4 協働型自治体職員研修がもたらす資質と能力

一一2つの事例の紹介一一

前節では、 自治体職員研修について触れた上で、 現

在「政策形成能力」なるものが注目されており、 調査

結果の分析から「ネットワーク形成力J、「一地域住民

として地域と向き合い、 誰のための政策なのか考える

力」、「説明責任能力J、「住民、 庁内、 関係者との協働

力・調整力」といった能力が、 今後の自治体職員に求

められている力ではないかといった点が見えてきた。

そこで、 本節では、 これらの能力の育成に寄与する

可能性を秘めた「協働型自治体職員研修Jに関する事

例を紹介したい。 紹介する事例は、 ①山口県光市「地

域ふれあい協働隊Jと②兵庫県宝塚市「地域活動きず

な研修」の 2 つであり、 これらの事例の分析を通じて、

引き続き自治体職員に求められている能力について考

察していく。

( 1 ) 山口県光市「地域ふれあい協働隊J

山口県光市では、 市の将来像と市の職員像の実現に

向けて、 職員の意識改革と組織の活性化を目指し、

「光市人材育成基本計画 」が策定されている。

また、 この計画 は、 平成16年 6 月の地方公務員法改

正によって「研修に関する基本的な方針」を定めるこ

とが法律上の責務となったことを踏まえ、「職員の自

己啓発Jを基本とし、 Q]TやO任]Tといった研修

を総合的に推進するための基本的方向及び具体的方策

を示すものとしての意義もある。

地方分権の進展に伴い、「自己決定」ゃ「自己責任」

に基づいた自治体経営がこれまで以上に求められる中

で、 光市では、 過去の経験重視・前例踏襲主義といっ

た行政や職員の体質・風土・環境を積極的に変革して

いく強い意志と実行力の養成を目指し、「改革・信

頼・ひかり輝く職員」の育成を基本理念として、「め

ざす職員像」を掲げている5)。 表 8 は光市が掲げる職

員像の具体的な詳細である。

また、 表 9 は、 先述した職員を育成するにあたって

必要と考える能力や意識である。

これらの能力や意識は、 各等級によって当然求めら

れるものに差異があり、 光市の一般職員においては

「市民の視点、で課題を発見する」、「事務の改善、 工夫

ができ正確迅速に処理するJといった行動と、 それに

伴う「課題発見能力J、「職務遂行能力J、「専門能力J、

「理解力・表現力j といった能力が 求められている。

そこで、 光市の「改革・信頼・ひかり輝く職員Jの育

成の一環として発足した、 地域ふれあい協働隊は、

「地域の最前線で活躍されている地域の方々と共に働

き、 地域活動を応援する活動を行うため、 採用3年目

以下の職員で結成されたグループ」であり、「この活

動によって地域自治の実現に向けた地域と行政の協働

になる取組みの推進、 また隊員の地域づくり・協働に

対する理解や意識の向上」を目指して結成されたもの

であり、 光市人材育成計画 の理念に則って、 2014年12

月に策定された「光市コミュニティ推進基本方針」が

その直接 的なきっかけとされている。
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表8 山口県光市が掲げる自治体職員像

基本 理念 めざす職 員像

改革 。常に自己啓発に努め、 行政課題に果敢に挑戦する職 員

(改革する職 員 ) 。先例や慣習にとらわれず、 積極的に改革・改善に取り組む職 員

。最小の経費で最大効 果をめざすコスト意識を持って計画的・効 率的な行財政運

営に取り組む職 員

。環境の変化を的確に把握し、 迅速柔軟に対応する職 員

信頼 。公正・公平 ・誠実に行動し、 信頼される職 員

(信頼される職 員 ) 。全体の奉仕者としての使命感と責任感を持ち、 市民の視点で良く考える職 員

。目的意識を持って情報を積極的に収集し、 自ら政策を立案、 実施し、 説明責任

を果たす職 員

。よく視(み)、 よく議論し、 よく実銭する職 員

ひかり輝く職 員 。市民を行政運営のパートナーと捉え、 市民と協働のまちづくりに取り組む職員

。心身ともに健康で、 笑顔と情熱あふれる職 員

。人と自然を愛し、 感動・感激・感謝する心豊かな職 員

。個性豊かな発想と夢を持つ 職 員

出典:山口県光市( 2006) を基に筆者作成

表9 r改革・信頼・ひかり輝く職員J に求められる能力

能力・意識 内容

行政経営能力 時代や環境の変化を的確に捉え、 行政機関として、 物事の妥当性や適否を正しく判断

し、 総合的な見地 から政策 運営する能力

政策 決定能力 物事の妥当性や適否を正しく識別し、 状況把握や手段、 方法を選択するために必要な

意思決定能力 能力

政策形 成能力 時代とともに変化し、 多様化していく市民ニーズを的確に把握し、 新たな課題を設定、

有効 な方策を企画立案できる能力

組織管理能力 時代環境や組織の目標を的確にとらえ、 部下を統率し、 円滑な行政運営を行う能力

職 務遂行能力 課題や目標、 役割を果たすために創意工夫や改善を重ね、 業務を推進 し、 期待される

成果を達成する能力

指導育成能力 組織のメンバーが組織目標達成のために行動できるように働きかけ、 育成する能力

折衝交渉能力 業務を遂行する上で、 関係者に対し説明し理解を得ることや課内の調整を行う能力

課題発見能力 新たな課題を発見し、 事業・施策 として具現化する能力

専門能力 自治体職 員としての専門能力

市民意識 常に市民の視点で考え、 市民との協働のもとに課題解決を図ろうとする意識

公務意識 全体の奉仕者であることを深く認識し、 公務員倫理からの要請に照らして自ら律して

いく意識

人権意識 様々な立場 や考え方、 生き方をもった個人の人権を尊重しながら、 公共の福祉を推進

する窓識

コスト意識 事業・施策の目的や成果を考え、 効 率的な行政運営を追求 する意識

情勢適応意識 国際化、 情報化、 男女共同参画、 地 方分権などの情勢の変化に的確に対応しようとす

る意識

出典:山口県光市( 2006) を基に筆者作成

コミュニティ推 進基本方針では、「地域自治の実現」

を明確に打ち出し、「対話」と「つながり」をキー

ワードに地域活性化を図っており、 その手段として、

市民と行政の適切な協働体制の構築を目指した行政側

の取り組みについて言及がなされている。 その一つが

「職員の意識改革」であり、 協働を仕事 の進め方の基

本のー っと捉え、 地域づくりへ積極的に参加すること

を職員に求めている。 地域ふれあい協働隊も、 このよ

うな意識改革を促す具体策の一環として導入された。

地域ふれあい協働隊のメンバーは市長部局および教

育委員会の入庁3 年固までの全職員(2016 年度は56

人) であり、 これを 5つの隊に分け、各隊の隊長とし

て地域担当職員6)を配置している。 活動期間は、 6 月

から翌年5 月までの 1 年間であり、各地域が実施する
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行事や活動の現場に入って、 住民と一緒に汗を流すこ

とが活動内容 の基本となっている。 対象とする行事・

活動は、 年度はじめに隊長と各コミュニテイ協議会が

話し合って、 l地区あたり 2 事業程度をピックアップ

し、 実行していくこととなっている。

中でも注目したいのが、 光市では、 地域ふれあい協

働隊の活動を、 若手職員の研修の場としても位置付け

ている点であり、 この活動を通して表10のような効果

を期待している。

表10 地域ふれ あ い協働隊による人材育成の方向性

①「市民力J ["地域力」 の実態を学ぶ

②「協働」 という概念の意識づけ

CE市民感覚を学ぶ

④地域住民とのコミュニケーション能力を高める

⑤地域住民との距離感を縮め、 顔見知りの関係になる

出典:北井( 2017) を基に筆者作成

実際に研修に参加した光市の職員の声を見ると、

「地域住民たちの地元を盛り上げたいという熱い思い

を身近に感じることができた」、「人に言われて動くの

ではなく、 自ら積極的に行動したことで、 地域のニー

ズや課題を実感できた」、「地域の人たちとのネット

ワークができた。 これは将来必ず自分を助けてくれる

財産になる」といった成果が見られた。

(2 ) 兵庫県宝塚市「地域活動きずな研修j

兵庫県宝塚市では、 時代 の要請に応える人材を総合

的に育成していくことについて、 目指すべき職員像を

明確にし、 職員自身の意識改革、 意欲の向上を図ると

共に、 計画 的な人材育成・主体的な能力の開発を進め

ていくことを目的として、「宝塚市人材育成基本方針」

が定められた。

その中では、 新しい時代 の変化に対応できる資質や

能力を備え、 市民の期待に応える使命感、 プロ意識に

あふれた職員の育成を目指し、「人材育成基本理念J

を定めており、 表11は、 その理念の内容 である。

また、 それと同列に求められる職員像として、「市

民の満足を追求し続ける職員Jを掲げている。 「行政

の活動は、 行政サービスの受け手である市民の立場か

ら統制され、 行政はそのようなサービスの提供を通し

て、 市民の満足度を高めることをその目的としなけれ

ばならない」 という認識に立って、 宝塚市では市民か

ら期待される職員の理想像として「市民の満 足を追求

し続ける職員Jを掲げ、 理想の職員を目指す日々の 7

項目の行動目標を定めている7)。 表12はその詳細であ

る。

加えて、 宝塚市では、 全職員に対し求められる能力

について、「達成行動J、「思考・判断j 、「チームマネ

ジメントJ、「対人影響J、「セルフマネ ジメン卜Jと

表11 宝塚市の「人材育成基本理念J

①市民の期待に応える使命感、 プロ意識にあふれた職 員の

育成

②活 力に満ちた職場 風土の醸成

③職 員のやる気を尊重し、 その成長を応援するシステムの

確立

出典:兵庫県宝塚市( 2005) を基に筆者作成

いった観 点から設定している。 岡市の「人材育成基本

方針Jでは、 等級ごとに求められる能力を記載してい

るが、 表13では、 本稿の趣旨に沿って、 一般職員に求

められる能力の箇所のみを抜粋する。

表12 宝塚市職員の7つの行動目標

もっと見ょう ……生活者の視点を持つ

もっと聴こう …・・市民の声を聴き、 共に考える

もっと感じよう……時代の流れ、 情報をつ かむ

もっと考えよう……斬新で効 果的なアイデアを出す

もっと動こう ……受け身から脱皮し、 行動力を発揮する
もっと変わろう……勇気と情熱をもって、 革新する。自分

もまわりも変わる

もっと磨こう ……個性を大切にし、 才能の芽を伸ばす

出典:兵庫県宝塚市( 2005) を基に筆者作成

表13 宝塚市一般職員に求められる能力

達成行動 顧客指向性、 状況対応力、 効 率・

効 果指向 性、 チャレンジ達成志向

性

思考・判断 情報の収集 ・活用力 、 論理的思考

力、 理解力

チームマネジメント チームワーク

対人影響 説得 ・折衝力 、 信頼感

セルフマネジメント力 学習意欲、 組織役割の受容性

出典:兵庫県宝塚市( 2005) を基に筆者作成

このような人材育成の方針は、 平成17年度に定めら

れたものであるが、 第 5次宝塚市総合計画 後期基本計

画 の中で、 新たな職員像として「戦略的な都市経営を

行うための、 意欲と能力、 行動力を持った自律的職員

の育成」を掲げている。 その中で、「地域活動への関

わりを通して、 協働の視点で問題解決を図る職員を育

成することJが目指され、 平成29年 1 月に、「地域自

治の推進に向けての今後の取り組み」を決定し、 市民

との協働によるまちづくりの推進に向けて、 住民自治

組織との連携を深めていく一環と協働についての職員

研修として、 2017年度から若手職員が各まちづくり協

議会の活動現場へ出向く実地研修として「地域活動き

ずな研修」がスタートした。

地域活動きずな研修では、 採用3年目から 5年目程

度の若手職員が対象(2017年度は採用 4 年目 9 人と 5

年目の31人の計4 0人が参加) となっており、 研修は6
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月から翌年の 3月にわたって実施されている。 「市職

員となった早い段階で、 まちづくり協議会の活動内容

や課題の把握に努め、 協働による仕事の進め方を習得

すること」や「研修という形でありながらも市民と関

わることに変わりはないので、 そのような交流を深め

ることで、 市民との息の長いつながりをつくること」

がこの研修のねらいとして設定されている。

実際に研修に参加した宝塚市の職員の声を見ると、

「現在の業務で地域へ出る機会のない職員も、 今後、

異動で別の部署に配属され地域との関わりが出てくる

可能性がある。 その中で、 若手の聞に地域や人との繋

がりを持っておくことには大きな意義がある」といっ

たことや、「研修を通じて、 今まで分からなかった地

域の課題を再認識することができ、 もっと自分たちの

まちを知ろうという意欲が生まれた」といった成果が

見られた。

ここまで、 山口県光市と兵庫県宝塚市の 2つの事例

について見てきたが、両者からはある共通点を見出す

ことができる。 それは、 両者とも「市民回線で地域課

題を発見するための行動ができ、 市民への理解力や表

現力を 持って職務を 遂行する職員像jが求められてお

り、 その像に必要と考えられる能力や姿勢である「市

民力jや「地域力」を知ることや、「市民とのネット

ワークを形成する力」を、 協働型自治体職員研修に

よって若手職員のうちから育成しようとしている点で

ある。

これらの点は、 第 1章の表 1 で示した要素や本 章の

第3節で提示した「ネットワーク形成力」、「一地域住

民として地域と向き合い、誰のための政策なのか考え

る力」 、「説明責任能力」といった力とも関連するもの

であり、 このことから、 今後求められる自治体職員を

育成していく上で、 協働型の自治体職員研修を推進さ

せることには一定の意義を見出すことができる。

そこで、 次章では、 実際に地方自治体で働く自治体

職員の方へ実施したヒアリング調査の概要と結果を紹

介し、 実際の行政の現場の話を通して、 より一層現場

の実情に即した自治体職員像を考えていくこととする。

皿 ヒアリング調査

本 章では、「協働型社会の推進に寄与する自治体職

員像」を考える上で、実際に地域の現場で協働型の事

業に長年取り組まれており、 地域運営のキーマンに

なっている 2 名の自治体職員の方への聞き取り調査を

行い、 職員の方個人が持たれている姿勢や能力、 また、

それらを後押 しする自治体としての組織的な土壌が存

在しているのかといった点について、 お話を伺った概

要と結果についてまとめた。 なお、 聞き取り調査を実

施した自治体およびその職員の名前については、 調査

に応じていただいた職員の方の意向を尊重し、①A市

Bさん、②C市Dさんと表記させていただくこととす

る。

1 ヒアリング調査の概要

本 調査は、 2018年12月17日(月) と同年1 2月19日

( 水) に行なったものであり、「経歴」、「現在取り組ま

れている協働に関する仕事」、roo市役所という組

織」 、roo市役所の研修J、「モチベーション」の 5つ

のトピックガイドを記載した調査票を事前に送付し、

当日はその調査票を用いたインタピュー形式で行った。

2 ヒアリング調査のまとめ

(ア)経歴について

①A市Bさん

・公務員を 志したきっかけ について

地元から離れた大学に進学し、 卒業を機に就職を考

えた際、 地元に帰ることを決意。 その時に安定した仕

事を考え、公務員を目指す。 しかし、 大学卒業年次に

は地元の役場の募集 がなかったため、 1 年間のアルバ

イト経験を経て地元の役場に就職。

-入庁されてから今日に至るまでの経歴について

農林水産課→建設課→産業振興課→現在、 農政課に

て勤務している。

②C市Dさん

・公務員を 志したきっかけ について

学生時代 は飲食庖でアルバイトをし、 就職を考えた

際、最初は飲食関係の仕事を考えていたが、両親が安

定職を求めていたため、公務員が就職先の選択肢のー

っとなる。 その中で当時のアルバイト先の社長とのこ

れからの話をしたとき、「顧客にサービスを 提供するJ

という点で飲食の仕事と公務員の仕事は共通している

というお話をもらい、 自分の中で公務員としての安定

だけでなく、 サービスの提供を 通じた仕事を行うこと

ができると納得 し、 地元の市役所に就職。

・入庁されてから今日に至るまでの経歴について

納税、 徴収に関する部署→課税に関する部署→国体

の開催に関わる部署→下 水道関係の部署→以後、 企画

課と生涯学習部を行き来している。

(イ) 現在取り組まれている協働に関する仕事につ

いて

①A市Bさん

・協働に取り組んだきっかけ について

20 06年の1 0月から旧S側の農政課に勤務し、 20 06年

度事業として、 Bさんと上司のMさんの 2人でA市再

生可能エネルギーに関するビジョンを作成。 以降はA

市の再生可能エネルギーに関する事業について地域住

民の方や地元金業、 大学といった組織との連携に携

わっている。
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-協働に伴う地域の変化について

これまで住民側から活動をやめたいと言われたこと

はない。 Bさんはその理由として、「若い世代 と共に、

地域の課題を自分事として考えて活動することが、 住

民の方の生きがいに繋 がっている」といったように、

活動を通じ、 住民の方の心の面での充足感が満たされ

ているからではないかと考えている。

.8さんが担当する協働の取り組みに関する役所内の

評価について

役所内で認知はされているが、 大した評価ではない

のが現状。 Bさん自身は、 取り組んでいる活動そのも

のが、 もうけ を 生み出す仕組みになっていないからで

はないかと考えている。

②C市Dさん

・協働に取り組んだきっかけについて

Dさんは、 自治体職員としての公務以外に3つの

NPO活動に関わっている。 その一つが自治体のまち

づくりや金画 関係の職員が集 まって作り上げたNPO

団体8)である。

Dさんは、 このNPO団体を「縦型組織である行政

を 横に繋ぐ役割」として認識しており、 行政が、 地域

の住民や企業などと手を取り合って行う協働をしっか

りと機能させるためのネットワークづくりの一環とし

てこの活動を行なっている。

(ウ) 組織について

①A市Bさん

.A市役所の雰囲気について(実際に働かれている職

員の方の特徴など)

A市役所は、 旧S市役所と旧G役場が合併してでき

た組織であり、 前者は、 プライドが高く保守的なタイ

プが多い、 後者はチャレンジ精神が旺盛で、 行動力の

あるタイプが多いといった、 職員の質や姿勢に大きな

差があると感じている。 このことはA市に限らず、 市

町村合併を経験した市町村が抱えている問題の一つで

はないかと考えている。

また、公務員の仕事は究極のサービス業であるため、

「対価を得るに値するサービスを住民に提供することj

を軸に仕事をすべきである。 だからこそ、「なぜ、 自

分は給料をいただいているのかJという仕事への姿勢

が大切だと考えている。 しかし、 公務員の仕事は性質

上、 ルーテインワークに陥りがちであり、「なぜ、 自

分は給料をいただいているのか」といった意識を持つ

職員は、 Bさんの体感的には少ない気がする。 そのた

め、 改めて仕事 に対する姿勢を考えていかないといけ

ないと感じている。

-ご自身の他にA市役所内で一目を置く職員について

数人思い当たる職員はいるが、 いずれもI自分のや

りたいこと=住民のやりたいこと」を一致させて動く

ことを大切に行動できており、 そのような職員は、 モ

チベーションを持続して仕事できる人であると感じて

いる。

ルーテインワークばかりだと、 まちを良くしよう、

住民に喜んでもらおうという意識に繋 がらない。 自治

体職員の仕事は、 地域住民のために仕事をし、 その喜

びを実現することであり、 そのためには「住民目線で

地域を考えて、 仕事をすることjが、 本来、 一番のモ

チベーションとして持ち続けなければならないと考え

ている。

②C市Dさん

・C市役所の雰囲気について(実際に働かれている職

員の方の特徴など)

地方自治体はすべて市長の決定を持って、 職員が働

くというのが定式となっていることは大前提である。

そこで重要となるのが市長の性質や考え方。 C市は市

長が若く、 行動派であるため、 比較的良い雰囲気の中

で働くことができていると感じている。

・ご自身の他にC市役所内で一目を置く職員について

担当課に関わらず一定数いるが、 いずれの職員も

内々にこもらず 、 外とのネットワークを確立している

職員は活躍しているように感じている。 そのような職

員は物の考え方が違い、 公務以外のネットワークで得

た情報量を別の新たな発想に活かすことができている。

(エ) 研修について

①A市Bさん

.A市役所の職員研修の内容や仕組みについて(研修

を通じて「市民との協働Jを実践するといった何か

具体的なテーマ設定がなされているかどうか)

そのような研修は基本 的にはない。 キャリアアップ

的な研修もあるかもしれないが、 市役所は基本 的に年

功序列であるため、 研修を通して一人ひとりのスキル

の向上を図るといった意識はそこまでないのではない

かと感じている。

しかし、 部署によっては、 上司からの指示や個人的

に興味のある社外の会議やイベントがある場合はそれ

に参加することもあり、 そこで得 た知識や人間関係を

仕事に活かすという捉え方をすれば、 ある種の研修と

いえるのかもしれない。

要するに、 基本的には自分で必要だと感じたことは、

自分で勉強しなさいというス タンス だと 認識している。

②C市Dさん

・C市役所の職員研修の内容や仕組みについて(研修

を通じて「市民との協働」を実践するといった何か

具体的なテーマ設定がなされているかどうか)

研修は基本 的には人事課が仕組んでいるが、 個人の

スキルアップに関する研修について言えば、 C市では

具体的なテーマを掲げたものはない。

「市民との協働」といった何らかの具体的なテーマ
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を掲げた研修は今後必要であると感じているが、 最初

から「協働Jを掲げて動かしていくのは、 よっぽどの

熱意がないと難しいのではないかと考えている。

そこでDさん自身は、公務以外のNPOなどで築き

上げたネットワークを使って、 何 か自分たちで面白い

研修を作っていくことができないかを模索していると

ころである。

(オ) モチベーションについて

①A市Bさん

-自治体職員として働く中で、 苦労する瞬間について

実際に現場に出ての仕事よりも、 内部での仕事が大

変だと感じている。 特に、 実際に自分が取り組んでい

る事業に関して、 地元住民からの評価が高くても、 役

所内での評価が低いと、 予算の確保に苦労するといっ

た対財政に関する仕事が大変。

しかし、 対財政に折れて事業を切り捨てていくのは

市役所内部の都合であり、 住民の方には関係のない話。

「お金がないからできません、 ごめんなさい」ではい

けないと、諦めずに日々精進している。

-自治体職員として働くうえで大切にしていること

自分が現在担当している仕事は、 かなり現場に密接

した部署であり、 そのため、「住民のために」という

意識が強くなっている。

そこで、 自分自身も「自分のやりたいこと=住民の

やりたいことJという意識を大切にして住民の方と向

き合っている。

-ご自身も含めたこれからの自治体職員へのメッセー

ジについて

これからの市役所の中では、 縦割りを 通り越した横

の繋がりが大事だと考えている。 部署異動もその一つ

であり、 市民にとってはネガテイブに捉えてしまうも

のかもしれないが、 薄く広く知識を身に付けた職員

(ゼネラリスト) の育成を目指す市役所では、 一つの

ことに特化しすぎるとその仕事が属人化してしまう可

能性を危慎しているため、 部署異動を否定してはいけ

ない。 市民サービスの質を確保するということを考え

ると部署異動は少ない方がいいが、 いろいろな考え方

があることは認識しておく必要がある。

自治体職員は市民に熱い思いを持って仕事をすべき

だが、「市民への思いJといったモチベーションは 、

本来、 研修などで培われるものではなく、 自分で気付

かなければならないものであると考えている。 研修と

いった仕組みはあくまでも 、 刺激や情報を得る場であ

り、 それらを身に付け、 自治体職員としてのあるべき

姿勢を作り上げていくのはやはり現場経験である。

②C市Dさん

・自治体職員として働く中で、 苦労する瞬間とやりが

いを感じる瞬間について

ケースパイケースだが、膨大な量の事務作業を捌か

ないといけないルーテインワークは、 時間との戦いに

なるので苦労といえば苦労。 だが、 対人的な部分にお

いて、 住民や業者さんへの説明責任を果たすといった 、

理解を示さないといけないような話をする時に、 誠意

をもって理解していただけるまで粘り強く話し続けな

いといけないといったことが大きな苦労の一つだと感

じている。

一方で、 一緒に汗をかいた住民の方が一緒に感動し

てくれたり、 喜んでくれたりといっ た瞬間 は、 やはり

やりがいに繋 がる。

・ご自身も含めたこれからの自治体職員へのメッセー

ジについて

今までは国が地方の面倒を見るという時代 であった

が、 それらがもう難しくなってきている中で、 自治体

職員は、 地域課題をどう見抜き、 地域課題を的確に解

決できるための事業をどう設定し、 固に頼らず自分た

ちで自分たちのまちをどう作りあげていくかという

「政策形成能力Jを身に付けていかなければいけない

時代 へ転換していると考えている。

それは、 住民との信頼関係を結ぶために、 自治体職

員としてはもちろん一人の地域の人材としてしっかり

働く職員像であり、 そのためには地域の方と本音での

会話ができる関係性を築きあげ、 住民自体が自分の社

会を作っていくような環境づくりを行政職員として、

手掛けていかなければならない。

自治体職員に求められるものは、[地域愛と誇り」、

地域でのネットワーク作り、 外から自分が所属する自

治体を視るといった視点 であり、 これからの自治体職

員は、 それらの要素を備えた住民と一緒に地域で生き

ていく覚悟と能力を 発揮する人材でなければならない

と考えている。

「プランニングに机はいらない。 必要なのは足と目

と住民と対話する耳と口、 そして何 よりもその土地の

人々の気持ちになりきる心である」これは、福岡県柳

川市の職員であった故・広松俸氏の言葉だが、 この言

葉には、 地域愛、 協働、 対話、 ネットワークといった

全ての意味が含まれており、 自治体職員は今後そのよ

うな心を持って仕事をしないといけないと感じている。

以上が、 2 人の自治体職員の方からお話を伺った内

容 であるが、以下の表14はそれらのキーワードを抽出

したものをまとめたものである。

ここから 2人の自治体職員に共通して見えてくる点

がある。 それらを一言で言うならば、 両者ともに、

「究極のサービス業といわれる公務に対し、 そのサー

ビスの享受者である住民のことを第一に考え、 内々に

こもらず、 地域へのネットワークを広げている点」で

あると言える。 それらは、「一人の自治体職員として

の意識と一人の地域住民としての意識を持って、 公務

に勤しむ潜在意識の土台」があってはじめて、 成立し
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表14 ヒアリング調査の結果

トピックガイド ①A市Bさん ②C 市Dさん

(ア ) 経歴につ いて -安定した仕事。 -顧客にサービスを提供する仕事。

-安定した仕事。

(イ ) 取り組まれている協働政 -市または上司の方針 による再生 -公務以外で 3つのNPO団体に

策 について 可能エネルギー事業。 所属。

-住民の方の心の面での変化をも -縦型組織である行政を横に繁ぐ

たらしている。 役割 。

-もうけを生み出す仕組みになっ

ていないため、 役所 内からの評価

は芳しくない。

(ウ ) 組織につ いて -市町村合併によって職 員の意識 -市長が若く、 行動派であるため、

に差がある。 良い雰囲気で仕事ができている。

. rなぜ給料をもらえているのか」 -内キにこもらず、外とのネット

という意識を持って働いている職 ワークを確立している職 員は活 躍

員が少ない。 している印象がある。

. r自分のやりたいこと=住民の

やりたいことJ で動くことができ

る職 員は活 躍している印象がある。

(エ )研修について -基本 的には自分で必要だと感じ . r市民との 協働」 といった具体

たことは、 自分で勉強しなさいと 的なテーマを掲げた研修 は今後必

いうスタンス。 要であると考えているが、 C市に

は今のところない。

-最初からテーマを掲げて研修の

仕組みを作 り上げていくには、

ょっぽどの熱意がないと難しいの

ではないかと考えている。

(オ ) モチベーションにつ いて -対財政に関する仕事で苦労して -対人的な仕事で苦労。

いる。 -一緒に汗をかいた住民の方が一

. r住民のためにJ という意識で 緒に感動してくれたり、 喜んでく

仕事をし、 住民の方に喜んでもら れたりといった瞬間は、 やりがい

えることがやりがいになっている。 に繋がる。

. r自分のやりたいこと=住民の

やりたいことjという意識を大切

にしている。

ている要素なのではないかと、 私は 2 人からお話を伺

う中で、 感じ取ることができた。

職員研修」について分析し、 学術レベルと現場レベル

の視点から自治体職員像を考察してきた。 また、 第 3

章のヒアリング調査では、 上記に加えて、 個人レベル

での自治体職員像を分析した。

また、 これらの要素は、 第 1章の表lで示した要素

や本章の第3節で提示した力と大きく関連するもので

あると私は考える。

そこで、 次章において、 第 1章から第3章までの調

査から分析し、抽出した要素を基に、 本稿の主要テー

マである「協働型の自治体職員像Jについて考察する

こととする。

N 協働型社会の推進に寄与する

自治体職員像と は

本章では、 これまで第l章で地方自治体および自治

体職員に関する学術的な議論を整理し、 第 2 章では自

治体職員を育成する研修制度に求められる育成能力や、

先進的な自治体職員研修の事例として「協働型自治体

以上を踏まえて本章では、 これまで各章の分析から

明らかにしてきた自治体職員の要素を基に、「協働型

社会の推進に寄与する自治体職員像Jについて私なり

の見解を述べることとする。

まず、 第 1章では、 田尾(2015) を主要文献とし、

自治体職員の特徴や適正について学術レベルから考察

し、 自治体職員は、「ローカル志向、 承認人として の

やりがい、 住民に対する感受性Jの3つの資質を備え

た上で、「自治体職員としての理想主義的な信念を掲

げ、 広い視野と責任感を持ち、 長い目で地域を考える

こと」を鍛え上げていく必要があることを示唆した。

そして、 それらを、「公務マインドの確立 J、「ネット

ワーク形成カJ、「説明責任能力j、「一地域住民として
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地域と向き合い、 誰のための政策なのか考える思考力

と実行力Jの4つの能力として表現した。

次に第 2章では、 実際に自治体職員が必要と感じて

いる能力について、 自治体職員研修という現場レベル

からの考察を試みた。 すると、 近年の自治体職員研修

では、 日々の業務を過不足なく適切に処理するといっ

た「実務能力」に加え、 地域の課題について情報収集

し、 調査分析し、 それをもとに課題を解決するための

制度設計をし、 関係者の合意の下、 政策を実現してい

く「政策形成能力Jなる力の育成が求められてきてい

ることが明らかになった。 また、 2つの報告書や 2つ

の研修の事例から、 今の自治体職員には「現状におけ

る課題・問題点を発見する能力」ゃ「政策・施策案を

企画・立案する能力J、「上司・住民等に分かりやすく

説明する能力Jや「住民、 庁内、 関係者との協働力、

調整力j といった力が求められてきていることが明ら

かになり、 これらは前章で述べた「ネットワーク形成

力」、「説明責任能力」、「一地域住民として地域と向き

合い、誰のための政策なのか考える思考力jと関連し

ていることを提示した。

そして、 第3章では、 実際に地域の現場で協働型の

事業に長年取り組まれており、 地域運営のキーマンに

なっている 2 名の自治体職員の方への聞き取り調査を

行い、 自治体職員が持つ能力や姿勢について個人レベ

ルからの分析を試みた。 すると、 両者の共通点として、

「究極のサービス業といわれる公務に対し、 そのサー

ビスの享受者である住民のことを第一に考え、 内々に

こもらず、 地域へのネットワークを広げている点」 が

見られ、 それらは、「一人の自治体職員としての意識

と一人の地域住民としての意識という2つの意識を

持って、 公務に勤しむ潜在意識の土台Jが存在してい

ることが明らかになった。

以上がこれまでの章の分析によって明らかになって

きた、 自治体職員が備えるべき姿勢や能力についてだ

が、 これらにはいくつかの共通したキーワードがある

と考える。 それらをピックアップしていくと、「地域

への愛着j、「住民の方からの感謝の声j、「住民目線j、

「公務に従事する全体の奉仕者としての理念j、「地域

への責任感j、「地域とのネットワーク形成」、「一人の

自治体職員であり、 一人の地域住民であるという意

識Jといった言葉で表すことができる。

よって、 本稿の主要テーマである「協働型社会の推

進に寄与する自治体職員像Jとは、「地域への愛着を

忘れることなく、 承認人として真撃に地域と向き合う

といった公務員としてのマインドを有するj姿勢を持

ち、「全体の奉仕者でありながら、 まずは一人の地域

住民として、 積極的に外への回線を広げることで公務

に留まらない地域でのネットワークを形成し、 一人の

自治体職員として 、 誰のための政策なのかを考えて、

実行することができる思考力と実行力Jといった能力

を持つ人材とする。

おわりに 協働型社会の自治体職員像

日本の地域社会において今後、 協働の必要性が叫ば

れる中で、 自治体職員が強く意識づけをしなければな

らないと実感した言葉が、C市のDさんからヒアリン

グ調査時にお聞きした、福岡県柳川市の職員、 故・広

松俸氏の「足と目と住民と対話する耳と口、 そして何

よりもその土地の人々の気持ちになりきる心である」

という言葉である。

これからネガテイブな予測が渦巻く地域社会におい

て、 その運営を担う自治体職員には故・広松侍氏の言

葉のような熱意ある行政運営によって協働に取り組み、

住民目線に立った協働型社会の実現に寄与していく行

動が求められるのではないだろうか。 職員像について

は、 本稿の第 4章にて示したとおりであるが、 実際に

協働の現場での行動を考えた際は、 田中(2017) の言

葉が多いに参考になるだろう。 それは、 行政およびそ

の職員が担うべき役割は、 ある課題に対して、 解決し

ようとする意思や意欲を有した人や組織を育み、 後押

しし、 各々が持つ能力や技術を見出し組み合わせてい

くことで、仕事として使命感を持って地域課題に関

わっていく存在を「支えJとして紡いでいくような、

ネットワークコーデイネーターとしての役割ではない

だろうか。 言うまでもなく、 自治体組織自体や職員自

身のみで地域課題の解決やまちづくりが完結する時代

ではもはやなくなっており、 これからの自治体職員に

は、 各課題の関係主体による協働のネットワークを、

どう作り、維持し、 修繕して解決へと導いていくのか

という姿勢が求められていると言える。

以上のように、 現在の地方自治体を取り巻く環境や

自治体職員の現在地を位置づけ、 自治体職員に必要と

されている能力や姿勢、 またそれらを育てる研修制度

を統計データや事例、 実際に自治体に勤務する職員の

方へのヒアリング調査から改めて指摘し、今後自治体

職員が目指すべき方向性を示した点が本論文の成し得

たことと考えている。

一方で、 本論文に残る課題は多くあるが、 中でも、

本稿で提示した自治体職員の方向性を鍛え上げていく

ことができる自治体職員研修の制度について具体的に

思考し、 そのモデルを提示することができなかった点

は、 引き続き追究していくべき諜題であると考える。

その点については今後の研究に譲ることとしたい。
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注

1) 総務省「少子高齢化・人口減少社会」

2) 国立社会保障・人 口問題研究所「日本 の将来推計人口

平成 29年推計J

3) 0任JT とは、 職 場外での教育訓練 である。特に集 合

研修 、 講習会、 通信教育 等、 日常 の業務 を離れて行う教

育訓練 のことを言う。現場の状況に左右されない、 均ー

な知識習得の機会を提供する意味で非常 に効果 的な取り

組みであるが、 一方で現業への活用・応用において効果

的に用い ら れ な い場 合 も ある。し た がっ て、 OJT、

Off-JT、 自己啓発の 3つの視点で複合的に教育訓練行

うことが効果 的である。

4) 全国自治体 政策形 成力・人材育 成に関して 提言なら

びに調査報告(2016) によると、 この結果 の順位は「十

分」、「やや十分」、「妥当」、「やや不十分」、「不十分」 の

5つの選択肢 のうち、「妥当」 と判断したものを除外し、

その傾向をより鮮明に把握するため に回答者自身が確信

をもって答えた「十分」 と「やや十分J、「やや不十分」

と「不十分」 に絞った結果 を集計した割 合となっている。

5) 山口県光市HP ["光市人材育 成基本計画 ~改革・信

頼・ひかり輝く職員 をめざして-J

6) コミュニティ 推 進基本方針 をきっかけに創設された仕

組みであり、 地域と行政をつ なぐコーデイネーターとし

ての役割を担 う。各出張所 長と、 2004年に合併した旧大

和町をエリアとする大和支所 の住民福祉課長がそ れぞれ

兼務 している。

7) 兵庫県宝塚市HP ["宝塚市人材育 成基本方針 (改訂

版)J

8) Dさんの話 によると、 そのNPO団体は自治体職員 だ

けでなく、 県府庁級 の行政職員 や大学 も参加したネット

ワークであり、 実際にその団体で活 動することで、 人 を

知ることができたり、 自分たちがやっている事業 を周り

に紹介することで他 の事業に繋がったりしていくことで、

新たな協働事業が生みだしていくといった相乗効果 を期

待している。
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